公会計をめぐる最近の動向

～地方自治体の財政破綻は防げるか～
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船戸　明

【1】 平成１8年　寝耳に水の夕張市財政破綻

（1） 財政破綻の要因

1 構造的、社会的要因

・人口の急減　　　（S35　　107,972人　→　H17　　 13,002人）

・税収の減少　　　（S59　2,164百万円　→　H16　　974百万円）

・普通交付税の減少（H3　 6,991百万円　→　H16　3,267百万円）

2 経営的要因

・硬直的な財政構造

　　　H16経常収支比率　116.3%　⇔　全国平均　90.5%

　　　H16人口1,000人当たり職員数　20.12人 ⇔ 全国平均　8.12人

H16人件費率　50.9%、H16公債費率　29.6%

・「炭鉱から観光へ」の政策失敗（石炭歴史村）

（2） H18/6/20　市長による財政再建団体表明

1 遅すぎた再建団体申請

・一時借入金の活用による粉飾決算【資料１】
→ア）なぜ粉飾したのか、イ）なぜ粉飾が可能だったのか、

ウ）なぜ粉飾は発見できなかったのか
・イ）旧財政再建法では、普通会計が中心で連結ベースではない
・ウ）決算に対するチェック体制の不備
　　　（国、北海道、市議会、監査委員、金融機関、まして市民）

・決算報告が正確であれば、H13には再建団体申請

2 財政再建計画【資料２】
（3） 破綻後の住民生活の変化【資料３】【資料４】
（4） 夕張市破綻の影響

1 破綻予防措置としての「財政健全化法」の制定（H19/6、後述）

2 自治体資金調達における格差が発生【資料５】
【2】 自治体財政をめぐる動向　～新公会計＆財政健全化法
（1） 発想の転換【資料６】
1 連結発想の導入

2 ストック概念の導入

（2） ここ数年の動向

	H12/3
	総
	地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会報告書（BS）

	H13/3
	総
	地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会報告書（PL）

	H15/3
	CPA
	公会計概念フレームワーク

	H16/6
	財
	省庁別財務書類の作成基準

	H17/9
	総
	地方公共団体の連結バランスシートの試行

	H18/5
	総
	新地方公会計制度研究会報告書

	
	
	

	
	
	新公会計
	財政健全化法

	H18/6
	
	
	夕張市が再建団体申請

	H18/8
	総
	地方行革新指針（公会計の整備＋資産債務改革）
	

	H19/6
	
	
	地方公共団体財政健全化法

	H19/10
	総
	新地方公会計制度実務研究会報告書
	

	H20/秋
	
	
	H19年度4指標公表

	H21/秋
	総
	H20年度財務書類公表
	H20年度4指標公表


【3】 新公会計制度の導入

（1） 平成18年度　財務諸表の作成状況【資料８】
（2） 自治体の独自性

1 現金主義・単式簿記

2 地方自治体は巨大装置産業（固定資産が膨大）

3 資産の特殊性　∴ 評価の困難性

（3） 現状の問題点【資料９】
1 財務書類作成基準・様式の不統一

2 基準作成主体（総務省、日本公認会計士協会）

3 公会計を巡る理論的対立

【4】 新公会計制度による財務書類の活用方法と将来性
（1） 一つ目の目的（責任）　－説明責任－　

1 増税、減税の根拠として

2 現役世代、将来世代の受益と負担の関係

（2） 二つ目の目的（責任）　－意思決定－　【資料１０】
（3） 三つ目の目的（責任）　－資金調達－

1 総務省による海外IR（静岡県、京都市、川崎市）【資料１１】
2 R&Iによる依頼格付け

3 外資系銀行の自治体向け融資

4 現在の都道府県HPトップページ状況

	知事室等の設置
	決算・予算
	IR情報

	46
	15
	6


（4） 外部の目による監査・チェック機能の充実

1 住民

2 監査委員、議会、国（総務省）、都道府県

3 投資家

4 監査法人

【資料７】
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